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【理事会承認事項】 平成27年度事業報告

平 成 27年 度 事 業 報 告

1.概  況
村上法人会は、平成25年 4月 1日 付で公益社団法人に移行し、3年目を迎えた平成
27年度は、 1年を通して税知識の普及、納税意識の高場に努め、税制・税務に関す
る提言を行い、もつて適正・公平な申告納税制度の維持・発展と税務行政の円滑な執
行に寄与すると共に、地域企業と地域社会の健全な発展に貢献することを目的とにノた
事業を行つてきました。

公益関係では、税を巡る諸環境の整備改善事業として、税に関する研修会やセミす
―、専門家等による講演会、税知識の普及や広報、今後も望ましい税制のあり方をま
とめた「税制改正の提言」の関係機関への要望活動等、法人会の原点である「税」に

関する活動を実施しました。

また小学校を訪問しての租税教窒の開催に加え、EIき続き絵はがきコンクールを実
施しました。

事業活動では、法人会の原点である「税法 。税務」を中|いに研修会・講演会等を開
催 tノました。その際、公益法人として会員以外の一般市民にも参加を呼びかけ、税に
関する新ししヽ情報の解説や、冊子の配布により、税矢B識の普及拡大に努めました。
また、地上或社会の経済的、社会的環境の整備・改善等を図るため、講演会やセミナ
ーの開催、地 i或の福祉問題や環境問題の改善に資するため、社会福祉施設への慰間、
タフすルの寄贈を行いました。

共益関係は、会員支援のための親 8差・交流及び会員企業の発展向上に資するための
福利厚生事業、新規会員企業に対する研修会、会員増強運動による組織の充実・強化、
「村上法人会だより」やホームページ等による広報活動、青年・女性部会の充実等に
努めました。

各支部活動については、独自に事業活動を実施しており、公益法人への移行により、
会員企業に加えて、商工会等と共催するなど一般市民をも対象とした研修会や講演会
などを開催してしヽる。

管理関係については、公益法人待」度改革を踏まえ、諸規定の整備や諸会議の開催及
び県連、他単位会などとの連携を図るとともに、法人会事業活動体制の確立について
管理運営に努めました。

2.公 益 関係
判.税を巡る諸環境の整備改善事業
(1)税に関する研修・セミナー事業
0 各研修会・セミナー事業
平成27年度の税に関する研修・ セミナー実施状況は、税帝」改正を中心に、
法人会の原点である「税」を中 ILXJlと した研修会実施 しま した。また、平成27
年度は特に「マイナンバー」に関する研修を多 <実施 しま した。
開催状況は、次のとおりです。
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項 目別 研 修 会 開 催 状 況

テーマ       参加人員 実施回数   講師名
税よもやま話      71   2回  渡部武彦 村上税務署長ほか
税務研修       611   12回  村上税務署担当官等
新設法人説明会      4   1回  村上税務署担当宮
新規会員企業研修会   23   1回  村上税務署担当官ほか
合  計     7① 9名  16□

② インターネットセミナーの提供
当法人会ホームページ上ネットで配信されるセミナーは、l① ①タイトル以
上の講師によるセミナーを24時間いつでも無料でご覧いただけます。
この各種セミす―の内容は、税務・経営・労務・健康等のタイ トルで経営者
として矢□っておくべき多彩なセミナーと各劣野の専門家の講師陣を揃え、平成
27年度のアクセス数3,638固 を数えております。

(2)租税教育活動
イ.公益法人としての青年部会の大きな柱として「租税教育活動」のより積極的
な展開を図るため、租税教室講師研修等に参加し、税務署税務広報広聴宮の指
導を受け「租税教窒」を実施し、租税教育の事業に取り組みました。

① 租税教窒講師研修 (主催 :村上税務署・岩船地区租税教育推進協議会 )
日 時  平成27年 10月 6日 (火 )
会 場  村上税務署 会議窒
研修内容 租税教室の進行の仕方について
研修講師 新潟税務署 税務広報広捕宮
参加者  7名

② 全法連 第29□法人会全国青年の集しヽ「茨城大会」・吉8会長サミット
固 時 平成27年 11月 19日 (木)～ 2① 日 (金 )
会 場 茨城県立県民文化センター 他
内 容 1 租税教育活動プレゼンテーション
2部 会長ウェルカムパーティー
3郡 会長サミット
4大 会式典・記念講演
6懇 親会

出席者 1名

③ 岩船地区租税教育推進協議会定期総会
日 B寺  平成27年 5月 26日 (月 )
会 場  村上市生涯学習推進センター 会議室
議 題  1 平成26年度事業報告について
2平 成27年度事業計画 (案)について
4そ の他

出席者  1名
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□,児童・生徒等若者を対象とした税の啓発用アニメ冊子「おじしヽさんの赤いつ
ぼ」 (大蔵財務協会)「クィズだゼィ !Jを租税教室を開催する小学校に配布
した。 (管内小学校21校、573き8)

(3)税の広報活動
イ.会報「村上法人会だより」の発行及び全法連機関諭「ほうじん」の配市
税、経営等に関する最新の情報を提供するため、「村上法人会だより」を年
2回 (第 50・ 51暑 )発行し、全法連の機関誌「ほうじん」 (年4□ )を会
員及び一般向けに無料で配布しました。

□.新間による税の広報
「e―ta×」の利用促進を図るため、地元紙の村上新間及びサンデーしヽわも、ね
の 7月 26日・ 1月 1日暑におしヽて「法人会は、イータックスを推奨していま
す。」と掲載しました。

ハ.ホームページや市報による税の広報
各種研修会の開催案内やインターネットセミナーの活用案内をホームペー
ジに掲載すると共に市報にも掲載し、一般市民にも参加を呼びかけました。

(4)各種研修用教材等の配布・貸出
税法・税務関係の研修会につしヽては、法人会の研修事業の中心であり、平成
27年度においても各種テキス ト等を研修会の開催 Bき等に会員及び一般市民に
配布しました。

配布・貸出したテキス ト等
1.平成 27年度版「税制改正のあらまし」
2.平成27年度版「会社役員のための確定申告実務ポイント」
3.平成 27年度版「源泉税実務のポイント」
4.平成27年度版「会社取ヨ|を巡る税務Q&A」
6.平成27年度版「会社の税金ガイ ドブック」
6.平成27度版「会社の決算・ 申告の実務」
7.平成 27年度版「税制改正のあらまし」 (速報版)
8.地力法人税が倉」設されました。
9.27年版源泉徴収のしかた
10,平 成27年分源泉徴収税額表
11.消 費税改正のお知らせ
12.国 税の納付は、簡単・便利なダイレクト納付をご利用ください
13.法 人会とタッグを組もうパンフレット
14.27年 版宗教法人の税務
15.納 税証明書の請求は e――TA× を使った牙ンライン請求がとても便利です
16.マ イナンバー社会保障・税番暑制度～民P88事業者の対応～
17.マ イナンバー制度の概要と税務について
18.平 成27年 l①月からマイナンバーが国民のみなさまのもとに 1
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19.小 規模事業者隊見 !マ イナンバーガイ ドラインのかムノどころ～入社から退職
まで～

20.相続税の申告の準備はお早めに !

21.「 法人会のご案内」リーフレット
22_い ちごプロジェク ト ブヾンフレット
23.企 業コンプライアンス向上のために自玉点検チェックシー ト・ガイ ドブック
(入門編)について

24.自 玉点検ガイ ドブック (入 P日編 )
25,自 玉点検チェックシー ト (入 PB編 )
26。 第 3回「税に関する絵はがきコンクール」応募作品募集チラシ

27.「 法人会の福禾」厚生制度」パンフレット
28.法 人の皆さまに法人番号をお届けします。
29.消 費税及び地力消費税の納税は期llp内に
30。 確定申告は自宅で作成できます !

31.特 別徴収として納めましょう |

32.ほ うじん (年4団 )
3(3.法人だより (50暑・ 51暑 )
34.法 人会ポスター
35.会 員車シール・会員の証シール・会曇章バッチ
36.2① 16。 2① 17カ レンダ

｀
一下敷さ

37.租 税教育用「おじいさんの赤いつぼ」アニメ冊子、「クイズだゼイ 1」 アニ
メ冊子、D∨D「マリンとヤマ ト不思議な国躍固」

2.税制提言活動

(1)税制改正に関する提言の概要
本年度も「今後の望まししヽ税制のありお」在基本テーマに設定し、国・地

方を通 じて徹底した行貝オ政改革の推進と中小企業の置かれている厳しい状

況を踏まえ、中小企業の活性化 |こ配慮した提言を取りまとめた。

さらに「税制改正に関するアンケート調査」の実施結果を、4月 24日付
けで全法連へ提出しました。

新潟県連がまとめた要望事項は、以下年)/夕 )のとおりです。

(2)要望実IIPのための要請活動の展開
金 )ム連、各県連及び単位会とも要望実現のための要望活動を展開し、県連にお

いては管内選出の衆参各国会議員及び県知事、県議会議長に文]して行しヽました。

村上法人会としては、平成27年 11月 17日 に会長及び税制委員長が、村上市

役所におしヽて高橋村上市長及び村上市議会三圏議長・平山畠J議長と面会し、要請

を行しヽました。

(3)法人会の税制改正要望の主な実現事項 (全法連 )
法人会が要望した項目のうち改正が行われた箇所は以下 (P力/)のとおりです。
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(4)全 法連王催・ 税制委員セミす―への参加
日 8寄 平成28年 2月 16日 (火 )
会 場 ハイアツトリージエンシー東京
出席者  1名
議 題 第 1講座

演 題  「平成28年度税制改正について」
講 師 貝オ務省玉税周審議宮
第2講座
演 題  「今後の税制改革のあり方について」
講 師 中央大学法科大学院 教授 森信 茂梅]氏

3.地域の経済社会環境の整備・改善を図るための事業
(1)平成27年度の経営支援に関する研1う会の実施状況は下記のとおり。

項目剛研修会開催状況

テーマ      参加人員   実施回数   講師名 (敬称8各 )
村上藩の理蔵金 二条陣屋の裏表     元村上市郷土資料館

87     1 館長 松山 勝彦 氏

AED講 習会              村上市 )肖防署荒川分署 救爺土
22     1

少子高齢化時代の中、村上市中心苦Bの魅力ほ103か ?
静岡大学教育学部教授  矢野 敬― 氏
7①      l

健康づくり講習会～ |は とヽ体の トレーニング～ フラダンス講師
13     1     大滝 恵子 氏

地域振興につながる清流「荒川」のポテンシャル

国土交通省北陸地力整備羽越河サ|1国道事務所副所長 増田 孝幸 氏
30     1

合  計      222人     5回

(2)研修用資料の配 4」・貸出
経営セミす―に関する数材や資料は経営情報の周畑には隊要であり、研修会の

開催時等に各種テキス ト等を会員及び一般市民に配布しました。

配布・貸出した資料等

1.パンフレット「法人会の福禾」厚生制度」
2。 「法人会のご案内」リーフレット

(3)社会貢献活動
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イ.社会貢献活動特掲」講漫会
福祉施設でのタイル不足を、一般市民にも広く0乎びかける目的で、年 1□

地域貢献活動による特別講演会を開催し、入場無料でタイル提供お願いした。

日 8等  平成28年 3月 7日 (月 )
会 場  大観荘せなみの湯
チーマ  「少子高齢化時代の中、村上市中|い部の魅力は伺か ?」
講 師  静岡大学教育学部教授  矢野 敬一 氏

□.社会福祉施設慰間言力問
地域貢献活動による特別講演会等で集まった夕牙ルなどを持参して特別

養護老人ホームなどの福祉施設の慰PD8を実施した。

日 B寄  平成27年 11月 4園 (水 )
会 場  特別養護老人ホーム「さつき園」
内 容  夕牙ル (38①枚)。 お手玉 (l① 6個 )等の贈呈

女性部会員等による民謡 。日本舞踊・フラダンス等の漠去慰問

参加者  15名

ハ.環境美化活動
「花しヽつぱい活動」と題して、朝日地区内の一人暮らしの高齢者約60名
に鉢植えの花を届け慰問した。

また、特別養護老人ホームや知的障害者授産施設など6事業所にも、施設
禾」用者や来所者に鑑員してもらうようプランター植えの花を届けた。

三.税金クイズの実施
出北地区で行われた各種イベントの際、税金クイズを実施。勇近な事lplを

クイズにして、小学生から大人まで十数名が参力Bして好評でした。

3.共 益 関係
1.会員支援のための親睦・交流及び福利厚生に資する事業
(1)組織の強イし。充実
会員増 3翁につしヽては、経済のlLR迷が長期にわたり続しヽたことから、廃業等
による会員の減少はあるものの新規の会員拡大の努力により増加に転じた。
平成27年度は、共益 (組織)委員会を中|いとして会員増3翁を図るために獲
得目標を「各支部純増 1社以上」としました。末力B入法人名簿をもとに、各支
部とも役員会を開いて取り組み、未カロ入法人先を回りました。
研せて、税務署 。税理士会・法人会役員との三者懇談会を開催し、会員増強
の推進につしヽて要詰をし、会員i曽強に取り組みました。
なお、蕎年吉l会及び女性部会、保険会社3社にも協力を要請しました。

平成 28年 3月 31固 現在
中加入 1 期中退会 期末会員数 加入率

°
/。

井――< 47 67。 1

88 69.3
3 1 53 43.1
４

一２

一１

１

一
　

一

9

1

252 53.6
54 59.3
58 60.4

23 11
2 l① O.○
554 56.6
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(2)部 会等事業の充実

事  業  名 催回数
蕎年き8会    通常総会           1      12

研修会の開催         3      26
会議の開催

その他会議

20
の

45

17

その他会議

通常総会

23
142

研修会の開催 225
145

蕎年・女性言B会活動
イ.蕎年吉8会関係
「租税教育活動Jは、蕎年部会の活動の柾として租税教室の開催を更に充実
するために租税教育講師研修に参加し、租税教窒の進め力として実践報告や一
般教養講話、学習指導要領等における租税の扱しヽなどにつしヽて指導を受け、租
税教育教本オや一億円レプリカなどを用しヽて管内の小学校 13校6年生 (411
名)を対象に租税教育活動を実施した。

□.女性き8会関係
福祉施設の慰間におしヽて特別董護老人ホーム「さつき園」を訪PDBして民謡・
日本舞踊・フラダンス等の演芸と併せて収集したタイルなどを寄 R曽 したほか、
「東京電力柏崎刈羽原子力発電所現地視察見学」として柏崎XB羽原子力発電所
現地を視察研修 し、また、3年目になる「税に関する絵はがきコンクール」を
充実するため、表彰式を実施し、村上南小学校他 4校の児童が受賞しました。

喬年部会・ 安性部会 会員数

支舌B届」
蕎年き8会 女性部会

期  苗 期  末 期  苗 期  末
関 川 5 5 7 7
荒  )|| 6 5 一８ 8
ネ印  木本 5 3 3 3
不] _L 15 ¬  0 21 23
朝  日 7 〓６ l① 10
[出

レ
し
■
イ 4 一３ 11 10
十≡〓
ロ 42 37 6③ 61

(3)福利厚生事業
福利厚生制度を取り巻く環境は、厳ししヽ経済状況や会員企業の保険に対する

意識の変化等により、依然として厳ししヽ状況が続しヽてしヽます。
しかし、全法連の福木」厚生制度は会員にとつても、また各法人会にとっても

会員増強、さらには法人会の貝オ政基盤の安定化に大きなメリットをもたらすも
のであり、厚生委員会が中ILXJlとなつて活動を展開しました。

イ.法人余福利厚生制度連絡協議会の開催

10
16
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法人会の役員と福禾」厚生制度委託保険三社との連携を密にするため、法人会

福禾」厚生制度連絡協議会等を開催 しま した。 (H27.12,7)

ビジネスガード がん保険制度

5. 9°/O

32社

(4)会員支援事業
会員企業の経理担当者の表彰

・動続 10年以上の経理jB当者及び指導的な立場で社長が特に推薦する人を

対象に毎年 1回表彰を行いました。

優良経理担当職員表彰式 (公益社団法人第 3圃通常総会 8書 )
。開催日 平成27年 6月 l① 口
・場 所 大観荘せなみの湯
・受賞者 8社  8名   (順 不同・支部剛・敬称略 )

山田 智子   (株 )ヤマサ商事    関川
鈴木 暮美子  (株 )サンプラス下越  荒川
本閣 孝子   (株 )日 本建機     荒川
平日 百合子  (株 )」 池ヽ組      神林
渡辺 栄子   パルス電子 (株)   村上
大倉 真弓   (株 )者8市環境緑化   村上
本間 武志   北越運送 (株)    樹上
富樫 美保子  (株 )倒本アクシーズ  村上

表彰の趣旨 (優良経理担当職員表彰規程)

今日企業の経営ほとつて経理と税務はさわめて大きなウエ
ートを占めている

ことはいうまでもなく、経理担当職員は、最も中枢的なき8門を担当しているも
の

で、その資質の良否が企業の伸長に直接影響づ
~る
ところが甚だ大きい。これらの

B載員の内、功労謙虚な者を表彰し、その労苦に報い、今後とも企業の発展
に努カ

__塾 埜 塾 理 唖 埜 のである。____― 一一十一
~~~~― ―一

4.管 理関係
(1)事務運営体制の確立

公益法人制度改革を踏まえ、諸規程の整備を図り、法令に基づく適正な情報開

示に努める。さらにホームページなどを活用して、一般市民に対して情報
の発信

や会活動のPRを図りました。

(2)話会議等の開催状況

イ.平成27年度・ (公社)第 3回通常総会

日 8寺 平成27年 6月 l① 日 (水 )
会 場 大観荘せなみの湯
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出席者  63名  委任状 231名
議 題 報告事項
(1)理事会承認事項
平成 26年度事業報告
平成27年度事業計画及び収支予算
(2)その他
決議事項

第 1暑議案 平成26年度決算報告承認の件
第2暑議案 役員改選 (案)承認の件
第3母議案 その他

表彰式   ・優良経理担当職員表彰
・退任役員功労者表彰

記念講演会

テーマ  「村上藩の埋蔵金 三条陣屋の嚢表」
講 師  松山 勝彦 氏 元村上市郷土奈樹館長

□.理事会
(第 1□ )
日 時 平成 27年 5月 26園 (火 )
会 場 村上商工会議所
出席苦 16名
議 題  (1)平 成 26年度事業報告について
(2)平成 26年度決算報告承認の件について
(3)役員改選 (案)承認の件について
(4)その他

(第 2回 )
日 8き 平成 27年 6月 l① 日 (水 )
会 場 大観荘 せなみの湯
出席者 21名
議 題  (1)代 表理事 (会長)の選定について
(2)副会長の選定について
(3)その他

(第 3回 )

日 B寄 平成27年 8月 27日 (木 )
場 所 千渡里
出席者  16名
議 題 (1)平成27年度会員増強運動について
(2)その他
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(第 4□ )
日 時 平成 28年 3月 l① 日 (本 )
場 所 村上教育情報センター

出席者  15名
議 題 決議事項
(1)平成28年度事業計画 (案)及び収支予算 (案)承認の件
(2)第4固通常総会開催の件
(3)その他
報告・協議事項

(1)平成27年度「優良経理担当l載員表彰」 。平成28年度「金法
連・県連功労者表彰」の選者について

(2)理事定数の取扱しヽについて
(3)会員増 3翁運動の結果報告並びに表彰について
(4)その他

ハ.総務広報委員会
(第 1回 )

日 Bき  平成 27年 7月 14田 (火 )
会 場 村上商工会議所
出席者 13名
議 題
(1)「村上法人会だより」第5①・51暑の発行について
(2)平成27年度「優良経理担当職員」の表彰について
(3)その他

(第2回 )

日 B寺 平成 28年 2月 3日 (水 )
会 場 村上商工会議所
出席者 8名
議 題
(1)平成27年度「優良経理担当職員」被表彰者の選者について
(2)平成28年度「全法連功労者表彰」及び「県連功労者表彰」候補者選
者について

(3)その他

三.共益 (組織)委員会
(第 1回 )

日 8寺  平成 27年 7月 22日 (水 )
会 場 村上商工会議所
出席者  9名
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議 題
(1)平成27年度会員増強運動につしヽて

(2)その他

(第2□ )

日 B等 平成 27年 11月 18日 (水 )
会 場 村上商工会議所
出席者  8名
議 題
(1)会員増 3会運動について
(2)会員獲得表彰について
(3)理事定数につしヽて
(4)会員のメリットについて

(5)その他

(第3回 )

日 Bき  平成28年 2月 1日 (月 )
会 場 大若亭
出席者  9名
議 題
(1)会員増強運動について
(2)その他

ホ.公益委員会
(第 1回 )

□ 8き 平成27年 7月 14日 (火 )

会 場 村上商工会議所
出席者  8名
議 題
(1)視察研 1場 (案 )について
(2)その他

へ.厚生委員会

(第 1回 )

日 時 平成27年 7月 22日 (水 )
会 場 村上商工会議所
出席畜  12名
議 題
(1)平成2~7年度大型保障制度推進施策について

(2)その他
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卜.税務署・ 税理士会・法人会役員三者懇談会

日 8寺 平成 27年 8月 27□ (木 )
会 場 千渡里
出席者 28名 (うち税務署 2名、税理士会 5名 )
懇談会  ・会員増強の推進について

チ.合□役員研修・福禾J厚生制度連絡協議会
日 B書  平成27年 12月 7園 (月 )
会 場  大観荘せなみの湯
出席者  61名
研 修  第 1部  福禾」厚生制度連絡協議会

(1)天同生命保険冊新潟支社より説明
(2)AI∪ 保険会社新潟支店より説明
(3)アフラック新潟支社より説明

第 2郡  税務研修
テーマ :「税よもやま話～システム屋泣かせの

住所表記～」

講 師 i 村上税務署長 渡部 武彦 氏

り.新規会員企業研修会

(第 l EBIl)

日 B寺 平成 28年 2月 1日 (月 )
会 場 村上商工会議所
出席者  23名
議 題  (1)法 人会のメリットについて
(2)動画で見る「国税担当日の仕事」及び税務手里当官の税務調査

のあらまし

(3)その他

ヌ。その他行事・会議等参力B

(1)局法連・全法連関係会議
1)第 17回新任事務局長セミす一
日 時 平成 27年 8月 6固 (本 )
会 場 全法連会館
出席苦 1名
岳義  題  5舟‖多会

2)関東信越法人会連絡協議会通常役員総会
国 8等 平成27年 8月 19日 (水 )

13



会 場 さいたま市 パレスホテル大目
出席者  1名

議 題 ① 平成26年度事業報告並びに収支決算報告の承認について
② 平成27年度事業計画 (案)並びに収支予算 (案)の承認に
つしヽて

③ 任期満了に伴う役員選任 (案)について

3)全法連 第29固法人会全国喬年の集い「茨城大会」・部会長サミット
国 時  平成27年 11月 19日 (木)～20日 (金 )
会 場 茨城県立県民文化センターほか
出席者  1名
議 題 ① 租税教育活動プレゼンテーシヨン
② 部会長ウエルカムパーァイ
③ 部会長サミット
④ 大会式典・記念講浸会

4)事務同担当者研修会
日 B寺  平成27年 12月 1日 (火 )
会 場 ブ |リ ランテ武蔵野
出席者 2名
岳義  題  6汗 |う会

5)全法連主催・税制セミす一への参加
日 崎 平成28年 2月 16日 (火 )
会 場 ハイアットリージェンシー東京
出席者  1名
議 題 第 1言茜座
演 護  「平成28年度税制改正について」
講 師 員オ務省主税周審議宮
第2講座
演 題  「今後の税制改革のあり方についてJ
講 師 中央大学法科大学院教授 森信 茂樹 氏

6)第32回「事務周セミサー J
口 時 平成28年 3月 4日 (金 )
会 場 ハイアットリージェンシー東京
出席者 2名
言義  題  る斉‖場会

(2)県連関係会議
1)県 連 :総務委員会
固 B寄 平成27年 5月 28日 (本 )
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会 場 にいがた法人会館
出席者  1名

議 題 ① 理事会・通常総会に提案する議案の審議について
② 全法違総務委員会の報告について
③ その他

2)県 連 :理事会
日 時 平成27年6月 4日 (本 )
会 場 にしヽがた法人会館
出席者 2名
議 題 く決議事項〉
① 平成26年度事業報告承認の件
② 平成26年度決算報告承認の件
③ 役員改選(案 )承認の件
④ 委員会規程改定の件
⑥ 県連功労者表彰の件
⑥ その他
く報告事項〉

① 全法連功労者表彰につしヽて
② 針Tax推進表彰について
③ 福利厚生制度推進表彰について
④  「3年 l①億円増収計画」につしヽて
⑤ その他

3)県 連 :税制委員会
日 時 平成27年 6月 12日 (金 )
会 場 にいがた法人会館
出席者 1名
議 題 ① 全法連税制委員会の報告について
② 税制改正にPx3するアンケート調査結果について
③ 平成28年度要望書作成のための審議につしヽて
④ その他

4)県 逮 i第 3圃通常総会
□ B書 平成27年6月 18日 (木 )
会 場 ホテルイタリア軒
出席者 8名
報告事項

① 理事会承認事項
平成26年度事業報告
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平成 27年 度事業計画
平成 27年 度収支予算

決議事項

第1暑議案 平成26年度決算報告承認の件
第2暑議案 役員改選 (案)承認の件
第3暑議案 その他
全法連功労者表彰 斎藤 憩義
県連功労者表彰  大島 康司
e一Ta×推進表彰  村上法人公

5)県 連 :銘1圃女性部会連絡協議会正副会長会議
日 B寺 平成27年 6月 22日 (月 )
会 場 にいがた法人会館
出席者 1名
講 題 ① 全法連女性郡連絡協議会出席結果の伝達について

② 局連女性郡会連絡協議会出席結果の伝達について
③ 県違安性き8含同セミす一 (糸魚川)について
④ その他

6)県 連 ;事務連絡会議助成金研修会
固 時 平成27年 9月 4日 (金 )
会 場 ANAク ラウンプラザホテル新潟
出席者 2名
議 題 ① 全国県連専務Ile事等会議報告につしヽて

② 助成金関連事務について

7)県 連 !理事会及び福木」厚生制度連絡協議会
日 B寺 平成27年 9月 9日 (水 )
会 場 ホテルイタリア軒
出席者 3名
議 題 ① 委員会の新委員就任承諾の件

② 平成28年度税制改正要望事項について
③  「3年 l①億円措収計画」進i歩状況について
④ 平成27年 6月末現在の会員数報告
⑤ その他

8)県 連 :第 33回蕎年部会連絡協議会含同セミす一
口 B寺 平成27年 9月 18日 (金 )
会 場 餞|い亭お 乃ゝ
出席者 3名
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議 題 ① 講演会 ② 交流会

9)県 連 1女性部会連絡協議会合岡セミす―
日 B書 平成 27年 l①月 8日 (火 )
会 場 糸魚川ホテル國富アネックス
出席者 8名
議 題 ① 式典  ② 記念話漫

l① )県連 :年末特別講演会
日 時 平成27年 12月 9日 (水 )
会 場 ANAク ラウンプラザホテル新潟
出席者 9名
議 題  「地政学で読み解く国際情勢～マネーとパワーで世界がわかる」

11)県  連 i 事務届長会議
日 時 平成27年 12月 16日 (水 )
会 場 ANAク ラウンプラザホテル新潟
出席者 1名
議 題 ① 全国専務理事会議の伝達
②  「3年 10億円贈収計画」進捗状況
③ 県の立入検査について
④ アンケート調査システムについて

12)県 連 i関東信越国税局幹部との協議会・理事会
日 時 平成28年 2月 10口 (水 )
会 場 東映ホテル
出席者 2名
議 題 ① 国税周からの議題 ② 国税局からの周矢B事項
③ 各単位会の活動報告及び国税局への質問・要望事項
4~ 意見交換

13)県  連 :「 3年 l①億円増収計画J最終年度推進転 “キック牙フ会議 "

日 時  平成28年 3月 23日 (水 )
会 場 ホテル牙―クラ新潟
出席者  2名
議 題 ① 「キツク牙フ会議」進捗状況報告及び保険3社説明
② 決起大会

(3)岩船地区租税教育推進協議会定期総余
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日 B等 平成 27年 5月 25日 (月 )
会 場 村上市生涯学習推進センター

出席者 1名
議 題  (1)平 成 26年度事業報告につしヽて

(2)平成 27年度事業計画 (案)について
(3)その他

(4)管内税務団体連絡協議会総会
日 時 平成 27年 6月 4日 (本 )
会 場 村上税務署
出席者 1名
議 題  (1)平 成 26年度事業報告及び収支決算報告について
(2)平成 27年度事業言十画 (案)及び収支予算 (案)につしヽて

(3)役曇改選について
(4)その他

(5)管内税務団体連絡協議会第 l EBIl運営委員会
日 時 平成 27年 l①月 23日 (金 )
会 場 村上税務署
出席者  1名
議 題  (1)平 成 27年度「税を考える週間」行事の参加について

(2)「税に関する作文」の記念品の贈呈について

(3)その他

(6)「税を考える週間」「納税表彰式」
日 時 平成 27年 11月 11日 (水 )
会 場 村上市民もヽれあいセンター
出席者 55名
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新潟県法連がまとめた要望事項は、以下のとおり

平成28年度税待J改正要望事項

杵俗   言倫

第一 経済活性化への積極的取り組み

平成 27年度税制改正で、デフレ脱却。経済再生をより確実なものとするため、

成長志向 |こ重点を置いた法人税改革や高齢者層 /DXら若年層への資産の早期移転

を通じた住宅市場活性化等のための税制措置が議じられた。

また、地方 e」生に取り組むため、企業の地方拠点強化、結婚・子供への支援

等のための税制上の措置なども講じられた。

これらは、いすれも日本経済の活性化に寄与するものと思われるが、現状で

は、特に地方の中小企業にまでその効果は及んでいなしヽ。

田本経済を支える中小企業が元気になるための具体的施策を早期に示 tノ、実

行するよう、政府に対し強く求めたい。

第二 徹医した行財政改革による歳出削減

平成 27年度予算は、歳入96.3兆円のうち、税収ほ 54.5兆円 (前年度比

4.5兆円増 )、 国債新規発行額は36.9兆円 (前年度比 4,3兆円減)で公債依

存度は38.3%(前 年度比4,7%減)となつた。

貝オ政状況はわすかながら改善の兆しをみせているとはいえ、2① 2①年度に

国・地力の基礎的財政収支を黒字化するという目標につしヽては、達成困難としヽ

わざるを得ない。

この現実を真剣に受け止め、政府日
~4本
気で行貝オ政改革に取り組み、歳出削

減の徹医を図るよう求めたい。

そのための具体策として、ヨ|き続き次のとおり要求する。

1 公務員数の削減と給5・ 退職金の「民PB8準拠」

2 議員定数の肖」減及び報酬・年金制度の見直し
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3 特殊法人等の廃止及び縮小

4 積極的な民FB5活力の導入

5 市 tB」村合併の効果検証

6 特別会計の抜本的改革

7 情報公開制度改革

8 予算執行についてのチェック体制確立と厳格運用

第三 法人・個人所得税について

税制は、公平・中立・簡素の課税三原則に立つて、広く、薄く、公平に適正な

税負担を求めてしヽくことが大切であり、国民全体が
/AN的サービス費用を負担する

という者えで従来より課税ベースの見直しを要望してきた。

産業の空洞化を防止する観点から、法人実効税率31下げは妥当と考えるが、一

方で課税ベースの拡大により税負担の軽減効果が減殺されることのないよう慎

重な検討を求めたい。

個人所得については、累進課税区分の見直 しなどが行われたが、不公平が生 じ

ないよう配慮すべきである。

第四 社会保障制度の改革推進について
財政と社会保l車の問題については、人□減少と少子…高齢化の同時進行、格

差の拡大が進むなかで国民ほ将来の不安がますます増大してきている。

出生率低下の理由として将来に対する不安があげられるが、まさに現在の財

政危機の中での社会保障制度についての将来不安があるものと考えられる。既

に、高齢者i空除の廃止、年金の支給年齢の弓|き上げ、保険料の増額等、国民の

負担が増allしてきてし、る。

議員年金問題や国家公務員共済年金との一元化問題等についてl~4早急に対応

すべきである。

公的福祉制度の民間移譲は、地力財政の肖」減、民間雇用促進の効果も期待で

きることからより強力に取り組む財要がある。

増大する社会保障費の負担は、国民全体が負うべきであり、消費税は社会保障
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に重点的に充てるように していく必要がある。

第五 東日本大震災の復興予算について

東日本大震災の復興予算は、集中復興期間 (平成27年度までの 5年間
・25兆

円)を経て、新たな予算措置が求められている。政府は、平成28年度以降5年

間で、復興事業に6兆円程度を追加投入する予定としている。

財涼につしヽては、景気回復による復興増税の増収分や一般会計
の税外収入など

で対応することとしているが、この方針の通り、極力各省庁
の無駄を省き、知恵

を出しあつて移t外収入の確保に努め、更なる増税に頼ることのな
いよう要望する。

また、大手不足などによる工事遅延等も予想され、予算執行に影響を及
ぼす司

能性もあることから、予算流用などの不適切な事象が発生しないよう財政規
律の

遵守を求める。

【 基 本 事 項 】

第一 法人税制について

地域経済の子旦い手である中」ヽ企業は、依然厳しい経済環境におかれていること

から改善すべき点が多い。

このため、以下のことにつき改正を要望する。

1 法人実効税率SIき下げに伴う代替財源について

財源確保策として、課税ベースの拡大など様壇な検討がなされているが、中小

企業への影響に十分配慮すること。

2 投資促進税制等の拡充、本貝」化

中」ヽ企業の技術革新など経済活性化に資する生産性向上設備投資促進税制等

につしヽては、制度を拡充するとともに、極7_l本則化するよう求める。

3 確定申告書提出期限の延長

決算事務については、諸手続等のため2か月以内で完了することがなかなか

困難であり、法人税の確定申告書の提出期限を事業年度終了後3か月以内に
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延長す る こと。

4 企業会計と税法会計について

企業会計、税法会計ともに「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従

う」とする共通理念を有しており、税法会計も司能な限り企業会計に近づける

会計処理とすること。

第二 個人所得税制について

所得税は、国民全体がその所得に応じて負jElするという税の基幹であるが、

社会の構造変化などによる非納税者の増加や各種i空除の拡大などから、基幹税

としての財源調達機能が低下している。

公正 。中立・簡素の三原則に立ち戻つて、広<公平な税負担となるよう見

直しが必要と考える。

1 各種i空 8余制度の見直し
(1)各種 i空除は、社会構造変化に対応したものに見直すこと。

(2)税率構造につしヽても、各種控除と一体的に見直しを検討すること。

(3)累次の改正で複雑化しており、簡素化を図ること。

2 1国人住民税の均等富Jり は、応益負担原則の観点から適正水準とすべき

第三 消費税制について

社会保障と税の一体改革関連法で、平成27年 l①月から予定されていた消費

税率 l① %への電|き上げにつしヽてl~4、 景気失速を防ぎ、脱デフレを確実にするた

め平成29年 4月 に先送りされ、日つ「景気条頂」が削除された。

消費税率引き上げ延期を踏まえ、新しい財政再建計画が検討されているが、「経

済成長と財政再建のlal立」という難しい課題に対して、幅広い観点からの議論が

必要。

税率喜|き 上|‐ザにあたつては、広<国民の理解が得られるよう、最大限の努力を

要望する。

また、複数税率制度につしヽても、文」象品目、区劣経理、安定財源等について、
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関係事業者を含む国民の理解が不可欠であり、大周的見地に立った十劣な検討を

行つたうえで、導入の可否を含め結論を出すよう要望する。

第四 事業承継税制について

わが国企業の大半を占める中小企業は、地域経済の活性イし、雇用の確保などに

大きく貢献しており、中小企業の事業承継税制は、日本経済にとって大きな影響

を及ぼすものである。

これまで納税猶予制度の要件緩禾□や手続きの簡素化などが図られてきたが、中

小企業の円滑な事業承継には不十分であり、さらなる要件緩末□と充実を要望する。

第五 地ん税制 |ここついて

1 固定資産税評価汚法につしヽて

固定資産税については、地価の下落にもかかわらす地価実勢等から見ても税負

lBが重くなつており、評価汚法や課税方式の抜本的な見直しが隊要である。

(1)地価の評価につしヽて l~3、 現在、国土交通省、総務省、国税庁がそれ

ぞれ目的に応じた評価をしているが、評価体制の一元化を含め、行政

の効率とコス ト削減に努めるべきである。

(2)土地の評価は、その土地の禾」用価値をみて「収益還元価格」で評価

するよう改めること。

(3)居住用家屋については、現在、再建築価格方式で評価しているが、

これを建築後の経過年数や処分価格を基準 |こ評価する7D~法に改める

こと。事業用については「収益還元価格」で評価するようにすること。

2 事業所税について

事業所税は、固定資産税との二重課税的な性格を有すること、市町村によつて

徴収の有無があるなど不合理・不公平な実態があり、廃止すべきである。

3 タト形標準課税について

大企業と違しヽ中小企業は、一般に経営基盤が弱く、担税力も劣ること等/DAら、
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外形標準課税の対象範囲を中小企業にまで拡大すべきではなしヽ。

4 不動産F又得税の減税について

土地の流動化を推進するため不動産取得税の減税を要望する。

また、不動産業者が商品として取得する物件については、保有の期間を限定 し

非課税とすべきである。

第六 共通番号制度について

平成28年 1月 から利用が開始される「共通番暑制度」について、その運用に

あたっては、国民の禾」便性を高めるとともに、制度内容を国民に周矢日し、定着に

向けて取り組んでしヽ<ことが重要である。

個人情報の漏洩、第二者の悪用を防ぐためのプライバシー保護など制度の適切

な運用がしつかりと担保される措置を講じるとともに、運用コストについても十

劣な検討を行うべきである。

第七 その他

耐用年数の見直しについては、耐用年数は、物を対象に一律に規定されている

が、積雪寒冷地における破損や消耗度含いは温 B表地とは比較にならす、特に車、

家屋等については抜本的に短縮するよう要望する。

なお、海岸地域の塩富についても積雪寒冷地同様に短縮を要望する。

【 |□ 別 事 項 】

第一 法人税関係

1 中小企業の軽減税率 15°/。の本則化と適用課税所得額のSIき上げ

中lJ l企業に適用される軽減税率の特炉」15%を B寺限措置ではな<、 本則化す

ること。

また、8召禾□56年以来、8① ③万円以下に据え置かれてしヽる軽減税率適用所

得額 4_・少なくとも1,600河円程度に電|き上 |‐デること。
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2 中小企業の活性 4ヒに資する投資促進税制の見直 し

中」ヽ企業投資促進税制については、対象設備を拡充したうえ、「中高設備J

を禽めること。

また、少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例については、損金算入

額の上限 (合計 3① O河円)を i散廃すること。

3 役員給与の損金算入の拡充

現行制度では、役員給与の損金算入の取扱いが限定されており、特に報酬の

改定には厳 しい制約が課されている。職務執行の対価であり、原則損金算入で

きるよう見直すこと。

4 SI当金の損金算入
(1)退職給与ヨ1当金は、層来確実に発生する債務をヨ|き当てるものであること/DN

ら、その繰入につしヽて損金算入を認めること。

(2)賞 5弓 1当金は、潜在的には各月に発生する末払い費用としての性格を有して

しヽることから、その繰入につしヽて損金算入を調めること。

5 無形減価償却資産の償却期間の短縮

電算機ソフ トウェアは 5年償却となつているが、技術進歩が早いため期FE33を

3年とすること。

第二 所得税関係

1 土地・建物等の損益通算

土地・建物等の譲渡により生じた譲渡損失の損益通算及び繰越控除を認め

ること。

2 不動産所得の負債利子の損益通算

土地等に係る負債利子につしヽては、不動産所得の計算上生じた損失がある

揚合に、他の所得との損益通算が認められないこととなつてしヽる。

これはバブル期の措置として設けられたものであり、大き<環境が変わつて

いること/_llら損益通算を復活させること。
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鈍三 相続税・ R曽与税関係

1相続税・贈与税の納税猶予制度の更なる要件緩和と充実

(1)株式総数上限 (3分の 2)i散廃と相続税の納税猶予割合 (8①°/O)を l①

O%に 31き上げること。
(2)死亡時まで猶予税額が免除されなしヽ制度を、一定の年数で免除する制度に
改めること。

(3)対象会社規模を拡大すること。

2 贈与税配偶者控除のBI上げ

昭禾□63年以来据え置かれている居住用不動産の配偶者控除額を2,①OO万円か

ら3,①O①河円にSIさ上十ザること。

3 保険金・死亡退職金の非課税限度額SI上げ

法定相続人 1人5①①汚円を1,①O①万円にヨ|き上げること。

4 課税貝オ産の見直し
(1)事業用資産を一般財産と切り離した事業承継税制とすること。
(2)相続開始後に発生する相続に伴う費用 (遺言執行費用、税理士・弁護士報
酬等)は、相続税の課税財産から控除すること。

5 非上場株式の評価力法の見直し

過大な評価額とならぬよう減額措置を拡充すること。

第四 間接税関係

1 印紙税の改正

E口紙税については、電子取SIの拡大や手形決済の省皓など取電1慣行の変化に

伴い課税根拠が喬薄化 している。文書作成の有無による課税は公平性を欠くこと

から廃止すること。

第五 その他

国税電子申告 (e一 Tax)の 木」用件数は、年壇拡大してきてしヽるが、更なる

禾」用促進のため、インセンティブとしての法人・個人に文」する恒常的な税額控

除制度の倉」設等の税制措置をとるよう要望する。
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法人会の税制改正に関する提言の主な実現事項

平成 28年 度税制 改正では、現下の経済情勢等 を踏 まえ、経済の好循環
を確実な もの とす る観 点 か ら成長 志 向の法人税 改革 等 が行われ るととも

に、消費税率 SI上 げに伴 う低所得者への配慮 と して消費税の軽減税率制度

が導入され る こととな りま した。また、あわせて少子化対策や地力倉」生を

推進するための税制措置等が講 じられま した。

法人会で は、 B乍年 9月 に「平成 28年 度税制 改正 に関する提言」を取 り
まとめ、その後、政府・ 政党 。地ん 自治体等 に提言 活動 を積極的 に行 って

まい りま した。今回の改正では、法人実効税率の 31さ 下 げな ど法人会の提

言事項の一部が盛 り込 まれ、以下の とお り実現す る運 び とな りま した。

[法人課税 ]

2.少 額 減 価 償 却 資 産 の 取 得 価 額 の 損 金算 入 の 特 例
法 人 会 提 言

現実

王

争

期

の

を

・ 少 額 減

の 損 金

期 限 が

となっ

|こ 本貝U

合は、

価償却 資産の取得価額

算 入の特停」措置の適用

平 成 28年 3月 末まで
て いる ことか ら、直ち

化 す る ことが困難な場

適用期 l艮 を延長 する。

用 す る 従 業 員 の 数 が 1,①Oo人 を 超
える法人 を除外 した上で、その適用

期限が 2年 延長 され ま した。
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4.経 済活性化と中」ヽ企業文」策
法 人会提言

中小企業 にはアベ ノ

果が十分 に届 しヽて い

う現実 も十 劣 に認識

がある。地域経済 と

う中 」ヽ企 業 の 力 3釜 しヽ

けれ ば、 日本経済の

は望めす、税制面か

な る対応が 必要であ

償却資産 に対 する圃

につ しヽて は、将来的

も検討す べ きである

3.交際費課税の適用期限延長
法 人 会 提 言 改 正 の 概 要

改 正 の 概 要

地 i或 の 中 小 企 業 によ る 設 備 投 資

の 促 進 を 図 る た め 、 中 小 企 業 者 等

が 、新 規 取得 した 生 産 性 向 上 に資 す

る 一 定 の 機 械 及 び 装 置 を 取 得 した

揚含、当該機械及び装置に係る固定

資産税 について、課税標準 を最初の

3年 間 は 価 格 の 2劣 の 1と す る 描
置が講 じられ ま した。

改 正 の 概 要

地方拠点強化税制が拡充され、雇

用者の数が増加 した場合の税額控

除制度 (雇用促進税制)に ついて、
一定の調整措置を講 じた上で所得

拡大促進税制 と重複 して適用でき

るようになりました。

平成 26年 度税制改正
て拡充された交際費課

lpl措 置につしヽては、適

が平成 28年 3月 末ま
つていることから、そ

を求める。

におい

税の特

用期限

でとな

の延長

ヨ
封

劉

「

―

旦

一い
的
強　　　一

入

算

さ

算

金

長

金

損

延

損

る

年

る

係

２

係

に

が

に

人

限

費

法

期

食

小

用

飲

中

適

待

び

の

。

接

及

例

た

例

特

し

ミクス効

な しヽ とい

す る隊要

雇用 を担

成長がな

真の閣生

らもさら

る。

定資産税

には廃止

5。 地 方 の あ リカ

法 人 会 提 言

・ 地方創生で は、 さ らなる税制

上の施策 による本社機能移転

の促進、地元の特性 に根差 し

た技術 の活用、地元大学 との

連携な どによる技術集積 づ <
りや人材 育成等、実効性のあ

る改革 を大胆 に行 う財要があ

る。

[復興支援のための税制上の措置 ]
1.震 災 復 興

改 正 の 概 要

∃
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【理事会承認事項】平成28年度事業計画

平成28年度事業計画
自 平成28年4月 1国～至 平成29年3月 31日

I 活動の基本方針
公益社団法人として4年目を迎えた本会は、税の啓発活動、税知識の普及、納税
意識の高場に努め、税制 。税務に関する提言を行い、もって適正・ 公平な申告納税
制度の維持・発展と税務行政の円滑な執行に奇与すると共に、さらに地域に密着 し
た社会貢献活動に積極的に取り組み地域企業と地域社会の健全な発展に貢献する
ことを本会の基本力針とする。

また、そうした事業活動を一層充実したものとするためにも組織・財政基盤の充
実・強化が必要であることから31き続き会員増強活動に力を入れるとともに、会
員相互の交流を一層深め体制の確立を図り、以下に掲げる諸施策に取り組むこと
とする。

工 主 な事業計画
1.税を巡る諸環境の整備・改善等を図るための事業

(1)税に関する研修・セミナー開催事業
一般の企業及び市民 、会員に対する税矢□識の一層の普及啓発を図ることと
し、研修教材や資料の配布を行うなど、会員を含めた多<の力を対象として、
税務に係る幅広い知識の普及や経営財政を取り巻 <諸問題の改善を目的とし
た研1場会やセミナーを開催することとする。研修教材につしヽても、有効なもの
を選定し提供する。

(2)講演会開催事業
会員企業及び市民が政治・経済学者・ジャーナリス ト等の視点を変えた税制
に関する者え力を聞<ことで、税知識の普及が勇近に感じるようにするなど、
市報や地元紙に広報 して広く参力Bを募リテーマに即 した講演会を開催するこ
ととする。

(3)租税教育事業
村上税務署管内の小学校を対象に当会蕎年部会員が講師となり、「租税教窒」
を行い、税金の課税される仕組みや使われ方ミ税の大切さをヨ近な事 lS」で説明
し、税の大切さを理解していただ<こととする。また、女性部会による税に関
する「絵はがきコンクール」を行しヽ、税に対する理露と関心を深めてもらうこ
ととする。

(4)税の広報活動事業
改正税法や税務申告の情報に対する早期対応と周知及び re一Ta×」の普及に
資するためのPR活動など利用促進を促すことや、会のホームページ及び広報
諭において、改正税法や税務申告の惰報を掲朝し、公共施設や金融機関窓□に
配置して多くの市民の方々へ税務情報を周知する。また、イベント会場などで、
税に関するクイズや日本の税制をマンガで説明した冊子を配布するなど、市民
から税に関心を持ってもらう事業を実施することとする。
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(5)税の調査研究 (支援を含む)及び社会への提言事業
財政の再建と社会保障給付の安定財源の確保について改革の道筋が求めら
れている。また、人□減少と超高齢イし社会等の経済社会の構造変化にも対処し
てしヽく隊要がある。このため、本年度も「今後の望まししヽ税制のありお」を基
本テーマに設定し、中小企業の活性化に資する税制をはじめ、税の牙ピニオン

リーダーとして税制に対する意見集約を行って提言を行うこととし、法人各社
へ税に対するアンケー トを行い、その意見・要望をもとに税制改正要望を取り
まとめて国会、地力議会、関係宮庁に向けて提言を実施するものとする。

(6)企業の税務コンプライアンスの向上
企業の内部統制の強化や経理水準の向上は、企業の成長や税務リスクの軽減
のために重要であることから、国税庁・日税連・全法連の 3者で作成したツー
ル (自玉点検チェックシー ト・ガイ ドブック)を活用 し、企業の税務コンプラ
イアンス向上に積極的に取り組む。

2.地域の経済社会環境の整備・改善等を図るための事業

(1)講演会・セミナーの開催事業
地上或社会への政治経済の情報、健康情報、感される機会の福祉的情報等の講
演会や地i或経済の発展に繋がる実務セミナーを開催することにより、地域社会
の活性化や地 i或経済の改善に役立つことである。
法人及び一般の方を対象として、行政関係者、医師、経営実務コンサルタン
ト、芸術家等広範囲なの野の専P3家を講師に迎え、講演会・セミナーを開催す
ることとする。

(2)地域の福祉問題や環境問題などの改善に資する事業
一般家庭で不要となつたタイル等を回収し、福祉・医療現場での再利用や、
河川などの清掃活動、また花の鉢植えを配布し環境美化活動に取り組むことで、
福祉問題や環境問題の改善に役立つこととし、地域社会貢献活動特別講演会開
催時などで集めたものを特別養護老人ホームなどの福祉施設に寄贈 し再禾」用
していただ<とともに女性部会員による演去慰間を実施することとする。

3,会員支援のための親睦・交流及び福利厚生に資する事業

(1)組織の強化・充実
公益性拡大の観点から、会の組織基盤強化・維持を図るため会員数の確保に
向けて、組織目標の設定や諸施策を実施し、「会員増強月間」において法人会
―丸となつた会員拡大の取り組みを行う。また、極めて厳しい社会・経済状況
の下、会異数の減少傾向が続しヽており、組織の強化・充実を図るため、役員の

率先した参画や指導のもと新規加入の推進を行うとともに、会員の退会防止策
等、より効果的な対応策を展開する。法人会事務周の基盤強化、職員の資質・

技能向上を目的とした全法連・周連・県連が主催する事務周セミす―の参加に
努めることとする。

(2)広報活動の充実
法人会の知名度FD3上・活動内容の周知・会費が高しヽと誤認されてしヽることな
どの解消を図り、会員増3釜等に資する広報活動を充実させとともに、法人会内

吉Bのコミュニケーションギャップの解消に努める。
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このため、全法連や県連の行うポスター・ラジ牙CM・ 新間広告によるPR
の協力を図るほか、ホームページの充実、マスコミ等に対するパブリシテイ向
上に努める広報活動を展開する。また、蕎年部会員を対象としてスタートした
アンケー ト調査システムの拡大を図る。。

(3)青年・女性き8会の充実
① 蕎年部会活動の大きな柱である「租税教育活動」及び「部会員増強運動」
につしヽては、目標数値を設定の上、より積極的な展開を図る。また、青年部
会員を対象として実施するアンケート調査システムの普及・活用に努める。
② 「女性部会のあリカ (指針)Jに沿って、部会員の資質向上と法人会活動
の充実・活性化に努める。また、税の啓発活動として小学生を対象とした「税
に関する絵はがきコンクール」や社会貢献活動を積極的に進める。

(4)法人会会員の福利厚生の向上に資することを目的とする事業
法人会の福不」厚生制度を取り巻く環境がますます厳 しさを増 している状況
のもと、ヨ|き続き取り扱い三社との連携を一層強化しつつ、福利厚生制度の円
滑な運営と財政基盤の安定化のため、会員企業に対する加入率向上に努め、会
員の企業価値を高めることにもなる福示」厚生事業の充実に努める。具体策とし
て平成 26年度を初年度とする「全法連・ 3年 l①億円増収計画」の推進を図
る。

4。 本会の組織を充実し、全国法人会総連合 。新潟県法人会連含会及び反誼団体と
の連携強化を図る事業

会員支援のために、会員の輸を広げるために、異業種交流の一環として、会員
間の情報交換や相互の親睦事業を行うほか、会員等に限定した研1シ会議習会など
の事業を行う。

また、会員企業の経理業務に長年にわたり功労があった者に対し、村上法人会
会長名による優良経理担当職員表彰状と記念品を贈り、一層の納税協力活動の推
進者を育成するとともに、広<社会に納税の重要性を広報することとする。

5。 本会の活動に関係する諸官公庁との連携を図る事業

6。 その他、本会の目的達成に必要な事業
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【理事会承認事項】 平成28年度 収支予算

収支予算書(損益計算ベース)
平成28年 4月 1日 から平成29年 3月 31日
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科 当年度 前年度 増 減 備 考
(批旋 「業 ) 22870C 260,700 △ 32.000
会場費 4500C 75,000 △ 30,000
資 費 3,00C 3000 0
詰評金 80,000 801000 0
委 モ費 561700 56,700 C

支 161000 16000 C
「
ｍ 製本費 10,000 10000 0
通信運搬費 18000 201000 △ 2000
(地域社会の経済経営に関する教材作成配布事業 ) 21000 23.000 △ 21000
資 料 費 3,000 3.000 0
通 運搬費 18,000 20000 △ 2,000
(地域社会 護献活動事 業 ) 207.000 233,000 △ 76.000

費 30,000 50,000 △ 20,000
通信運搬費 181000 20000 △ 21000
肖耗品費 48,000 50000 △ 2,000
者 射金 100000 1501000 △ 50,000
製 本印刷費 81000 10,000 △ 2.000
会 費 3,000 3.000 0

(組紺十基盤強化のための支援事業 ) 255,000 330.000 △ 75.000
柔増強 200,000 25000C △ 50,000
遼 言運 冊 託 30100C 30,00C 0

25,000 50.00C △ 25,000
(至当口真 表事 ) 55.000 55,00tl 0
表彰事業費 501000 50,000 0

Ｒ
そ
】裏 会費 5,000 5000 0

(会員交流 「業 ) 980,000 950.000 〔
Ｕ
ｎ
Ｕ
ｎ
υ
つ
０

会  |

】裏

一
交流費 980.000 9501000 30000

(会 民の福利厚生制度推進に関する事業 ) 35,000 35.000 0
百
日 厚 :事業費 301000 30,000 0
委 !

】喪

一
会費 51000 5,000 0

(管理責のうち事業費配賦額 ) 6,643,800 61302.940 340,860
（
ロ 手 当 4,755、 240 4,284,000 4714240
菖禾 厚 生 1,008,000 1.050000 △ 42,000
便 交通費 29400C 336,000 △ 42000
垂1言 42.00C 42000 0
空
Ｈ 什 品費 42,00C 42000 0
消耗品 67,200 841000 △ 16,800
L日用」晏 本費 67200 84,000 △ 1680C
貝 旨米 252,000 252000 0
租 滝公課 840 840 0
:払負 里金 83400 811900 1500 県連会費
支 ム手数料 291400 42000 △ 12,600
雰在j 2520 4,200 △ 1680
管理費 1,999,600 1.979.960 19,640
孫 手 当 905760 8161000 89,760
:利厚生 192000 200.000 △ 8,000
渉外慶弔 50000 50,000 0
表彰費 30000 50,000 △ 20000
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科 目 当 年 度 前年度 増 減 偏 考

会議費 400000 425,000 △ 25,000

総会費 250.000 250000 0
役員会費 80000 65,000 15,000

その他会議費 60,000 100000 △ 40,000
委員会 10,000 101000 0

旅費交通費 56000 641000 △ 8.000
i島福試軍柵 `000 8000 0

消耗什器 品 費 8,000 81000 0
)肖耗品香 12800 16,000 △ 3,200
印刷裂本費 12800 16,000 △ 3,200
賃借料 48000 48,000 0
租税公課 160 160 0
事務委託費 250000 250,000 0
支払負担金 20.000 20000 0
支払手数料 5,600 8,000 △ 2400
雑費 480 800 △ 320
経常費用計 (B) 11275。 900 !1,115,300 1601600
当期経常増減額 (A一 B) 76410 119、 960 △ 431550

2経 常 外 増 減 の 部
1)経常外収益
固定資産 : :却益
固定資産受増益

経常外収益言 0 0 0

(2)経常外 用
固定資産売却損

固定資産除却損

災害損失

経常外費用計 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
税 引前 当期一般正味財庁磐減額 76,410 119、 960 △ 43.550
法人税、法人県民税 ミ法人市民続 0 0 0
当 則 一 般 正 味 財 庫 増 減 額 76,410 1191960 △ 43.550
一般正味財圧期百残 61889,521 6.769.561 119.960
機正味財屋期末残 6.965,931 6_889521 76.410

I幡 疋正味財座増減 の部
受取補助金等 344 300 3,443,500 △ 2.200
受 H又全法運助成金 3144 300 3443500 △ 2,200
一 般 止 味 財 産 へ の 振 香 鶴 △ 3144 300 △ 344350C 2200
一 般 止 昧 財 庫 へ の 振 替 鶴 △ 344 300 △ 3,443,50C 2,200

当其 1正味財産増減額 0 0 0
言定正味財産 0 C 0
:正 味財産 0 C 0

Ill正味財産期 末残高 6965931 6.889,521 76.410
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